
平成３０年度　　町の決算

町から支払ったお金

一般会計 51億4,578万6千円 （前年度比1.2％増）

特別会計 25億6,410万6千円 （前年度比9.2%減）

●一般会計
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災害復旧費 1,832万9千円 道路橋梁災害復旧事業、農地災害復旧事業

公債費 4億5,970万9千円 町債償還金及び利子

消防費 3億1,897万1千円 6.2%
常備消防負担金、消防団運営、防災無線維持管理、

消防用地施設整備、地域防災対策

教育費 5億4,698万円 10.6%
教育振興費、学校修繕料、文化財保護活動費

公民館・海洋センター・図書館・学校給食センター管理運営

商工費 1億3,639万1千円 商工観光振興、観光施設管理

土木費 5億8,788万9千円 11.4%
過疎・辺地対策、町道改良、橋梁長寿命化事業、地籍調査、

定住化対策住宅助成、住宅建設事業

衛生費 4億5,500万6千円 8.8%
健康増進事業、各種検診事業、ごみ処理委託料、

合併処理浄化槽設置整備、上水道高料金対策補助

有害鳥獣駆除対策、多面的機能支払交付金、
農林水産業費 2億586万5千円 4.0%

都市農村交流施設管理事業

民生費 12億3,861万1千円 24.1%

保育園管理運営、児童手当支給、児童クラブ運営、

子ども医療対策、障害者福祉、介護保険特別会計繰出、

国民健康保険特別会計繰出、後期高齢者医療特別会計繰出

一般会計の歳出状況　　　51億4,578万6千円

議会費 7,634万5千円 議会運営費等

総務費 11億168万9千円 21.4%
ふるさと納税事業、定住化対策事業、高速バス運行補助金

いすみ鉄道対策、デマンド型地域交通運行業務委託料

繰越金 2億131万6千円 町債 3億6,000万円

その他 2億3,664万5千円

財産収入 4,229万7千円 国庫支出金 2億7,657万1千円

繰入金 5億5,983万4千円 県支出金 3億6,483万2千円

9,140万1千円 地方交付金 3億3,280万9千円

使用料・手数料 9,806万7千円 地方交付税 16億3,654万5千円

分担金・負担金

一般会計の歳入状況　　　54億3,445万9千円

自主財源   44% 依存財源   56%

町税 11億7,317万8千円 地方譲与税 6,096万2千円



●特別会計

●財政健全化に関する指標

●公営企業会計

●町の財産

○土地・・・学校用地、庁舎用地、各町有施設用地、町有林等

○建物・・・小中学校、庁舎、町営住宅、各町有施設等

○出資金・・・南房総広域水道企業団などへの出資

○基金・・・財政調整基金や各目的基金（詳細は別添「基金．pdf」のとおり）

2,339,656㎡ 62,443㎡ 5億3,001万4千円 32億1,510万6千円

資本的支出決算額 1億7,500万9千円 1,321万円

土地 建物 出資金 基金

収益的支出決算額 5億1,328万6千円 2億5,672万2千円

資本的収入決算額 3,505万1千円 0円

水道事業 特別養護老人ホーム事業

収益的収入決算額 5億2,562万8千円 1億8,464万2千円

実質公債費比率 5.2% 25% 35%

将来負担比率 21.4% 350%

実質赤字比率 －% 15% 20%

連結実質赤字比率 －% 20% 30%

介護保険 11億5,852万5千円 11億1,412万円

指標の種別 比率 早期健全化基準の比率 財政再生基準の比率

国民健康保険 14億3,073万5千円 13億2,444万8千円

後期高齢者医療 1億2,562万4千円 1億2,535万8千円

歳入 歳出

鉄道経営対策事業基金 18万円 18万円


